
事業番号 - - -

（ ）

　施設の設計・建設、維持管理及び運営に係る事業について、ＰＦＩ手法を活用し、平成１９年以降、美祢社会復帰促進センター及び島根あさひ社会復帰促進センターを整備し、ま
た、国費をもって刑事施設の設計・建設を行った上、建設後の施設の維持管理及び運営に係る事業について喜連川社会復帰促進センター及び播磨社会復帰促進センターの運営
を開始し、その後も必要な契約を実施している。
　従来、刑事施設の被収容者等の炊事、清掃、洗濯等の生活関連業務については、経理作業として受刑者に従事させてきたところ、近年、刑事施設の収容人数が減少傾向にある
中で、薬物性精神疾患者や高齢受刑者等の割合が増加していること等の事情により、経理作業に従事させる適格を有する受刑者を確保することが困難となっている。
　また、受刑者の再犯防止・社会復帰を図る上では、安定した仕事に就くことが有効とされているところ、刑事施設内において多種多様な職業訓練を実施するなどして、社会内の雇
用ニーズに見合う資格や技能等を身に付けることが重要となる。

令和6年度要求

-

-

-

15,621

(目)

(目)

2,496

　

　

　

(目)

0.3 0

0

2,552

公共施設等維持管理運営費

矯正管理業務庁費

職員旅費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額の
割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
98%

主な増減理由（・要望額・予備費）

99%

令和6年度要求

事業概要URL -

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 15,299

13,069

98%

執行率（％）
=(G)/(F)

98% 99% 98%

矯正施設民間開放推進費

2023 法務 22 0020

法務省

政策 矯正処遇の適正な実施（Ⅱ-6）

事業の目的
（5行程度以内）

　ＰＦＩ手法を活用した民間委託や競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下「公共サービス改革法」という。）に基づく特定業務の民間委託
を推進し、被収容者の特性等に応じた訓練等や施設の維持管理等の業務に民間のノウハウやアイデアを導入することで、これら業務の一層の効率的・効果的な実施を図る。

総務課
総務課長
細川　隆夫

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律
・競争の導入による公共サービスの改革に関する法律第33条の3
・簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律
第48条第1項

関係する
計画、通知等

-

事業名 ＰＦＩ手法、公サ法を活用した刑事施設の民間委託運営 担当部局庁 矯正局 作成責任者

事業開始年度

施策 矯正施設の適正な運営に必要な民間委託等の実施（Ⅱ-6-（3））

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.moj.go.jp/content/001379605.pdf

-

不明
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) ▲ 201 ▲ 202 ▲ 91

▲ 103

▲ 103

令和5年度第1次補正予算

15,621

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 19,232 18,942 15,373 15,299 15,621

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

　公共サービス改革法等に基づく民間委託を推進し、刑事施設で実施する職業訓練や生活関連業務等に民間のノウハウやアイデアを導入する。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 18,720 18,473 14,907

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

19,031 18,740 15,282 15,196

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

12,803

▲ 0

重要政策推進枠：2,892
・物価上昇を踏まえた官民協働事業に係る経費の改定に伴う（目）公共施
設等維持管理運営費の増
・静岡刑務所及び笠松刑務所における官民協働事業の次期事業移行
後、国において実施する業務の増加に伴う（目）矯正管理業務庁費の増



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

人 144 133 201

目標値 人 120 120 120

達成度 ％

　社会の雇用ニーズを踏まえ、刑事施設
収容中に資格等を取得させる。

　上記の刑事施設収容中に資
格・免許等の試験を受けた者
のうち、当該試験に合格した
者の割合

成果実績 ％ 93.3 93.8

100

　改善更生の可能性が高い初犯の受刑者を対象に、民間のノウハウを活用して、雇用情勢に応じた質の高い職業訓練を実施する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

　法務省矯正局成人矯正課調べ

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 施設

- -

6

活動目標 活動指標

6

年度

92.4 91.3

定量的な成果指標 単位

施設 6

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

　民間のノウハウを活用した質の高い職
業訓練を実施する。

　公サ法等により官民協働で
職業訓練を実施する刑事施
設の数

活動実績

- 年度

　刑事施設を出所する前に内定を得さ
せることで、再犯防止及び円滑な社会
復帰支援に貢献する。

　上記の刑事施設収容中に、
就労支援を受けて内定を得た
人数

達成度

単位 令和2年度

120

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

　法務省矯正局成人矯正課調べ

令和2年度 令和3年度

110.8

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

6

-

91.1

5

　官民協働で職業訓練を実施するなどして、刑事施設収容中に資格・免許を取得させるものであるところ、再犯防止及び円滑な社会復帰においては安定した仕事
に就くことが重要であり、施設内処遇の最終的な成果として、就労支援の結果、当該刑事施設収容中に内定を得た人数を長期アウトカムとして設定した。

-

167.5％

95

目標値 ％ 93.3

101.5 104.1

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

6

　本事業は、一部の刑事施設における職業訓練の実施を民間事業者に委託するものであるところ、社会の雇用ニーズを踏まえ、受刑者に資格等を取得させること
を目的として多種多様な職業訓練を実施するものであるため、当該施設において資格・取得等の試験を受けた者の中で、試験に合格した者の割合を短期アウトカ
ムとして設定した。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

66 6

成果実績



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

　被収容者の良好な処遇環境を確保できているかどうかは、食中毒等の発生件数など契約で定めた水準等に関する実績値のほか、被収容者による反則行為の数
や保安事故の件数等の各種統計データに基づいて総合的に判断することが考えられるが、単にそれぞれの件数が増加・減少したことで被収容者の良好な処遇環
境が確保できていると評価をすることは適切ではないため。

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

刑事施設の生活関連業務（炊事・洗濯・清掃）の委託については、もっぱら被収容者の良好な処遇環境を確保・維持することを目的として実施するものであることか
ら、当該アクティビティの目的及び得られる効果は長期アウトカムと直接結びつくため。

- - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

　被収容者の良好な処遇環境が確保さ
れる。

-

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

　民間委託により、被収容者の減少や高齢化等の事情に関係なく、生活関連業務が安定的に運営され、契約等で定める一定水準以上のサービスが提供されるこ
とにつながるため、被収容者の良好な処遇環境が確保されることを長期アウトカムに設定した。

活動内容②
（アクティビティ）

　刑事施設の生活関連業務（炊事・洗濯・清掃）を民間企業に委託する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

　生活関連業務（炊事・洗濯・清掃）を民
間企業に委託する。

　PFI及び公サ法に基づき、生活
関連業務（炊事・洗濯・清掃）を民
間企業に委託する刑事施設の数

活動実績 施設 11 11 10 - -

当初見込み 施設 11 11 10 10 11

-
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

-

-



- -

- -

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

平成26年度 0025 0026

0033

備考

法務省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 0044 0045

平成25年度 0032

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

　当初の長期アウトカムは刑事施設の運営を民間委託することによる職員の負担軽減に着目していたが、外部有識者や行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、民間委託をすることによる効果をより掘り下げるために、民間に委託している職業訓練や生活関連サービスの効果に着目する方向に見直した。

法務省 0025

現状通り

現状通り

0024 0025

平成30年度 0023

平成23年度 0041 0042

　高質な刑事施設の運営のためには、国と民間事業者が持てる力を最適に組み合わせる必要があるところ、社会の雇用ニーズを踏まえた多種多様な職業訓練等
について、より民間の創意工夫やノウハウが発揮されるような事業設計を行う。
　さらに、民間のノウハウを活用することで、地域課題やSDGsなどの社会課題を解決できる可能性もあることから、これらについても検討進める。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20 2021

令和元年度

平成28年度 0023 0024

平成29年度 0023 0024

令和3年度 00

0027

平成27年度

令和2年度 法務省

0024

0026 法務省

0025 0026

令和4年度 2022 法務 21

法務 20 00

0025 00 2022 法務 21 0026 00

2021 法務

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0024

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-

点検結果

　公サ法等に基づいて官民協働で運営する刑事施設においては、教育プログラムや職業訓
練において、民間のノウハウを活用することによって、多種多様な矯正処遇の実施が可能と
なっている。
　また、被収容者等のための炊事・洗濯等を経理作業として実施せずに民間委託すること
で、今まで経理作業に従事していた受刑者に対して、必要な指導・訓練を実施できるといった
効果もある。

引き続き効率的な予算の執行に努められたい。
短期アウトカムが設定されていないなど形式的な不備があるため、シートの内容全般について再検討すること。
定性的な指標につき、外部有識者点検を受けていないが、当該指標設定時において点検を受けることは困難であるため、来年度に点検を受けることとする。

外部有識者の所見

より効果的な手法を活用して対応されていると理解しました。民間に委託することでどういったところに効果が現れているのかをより掘り下げて分析いただくことで、さらに有効な対策が行えるかと思われますの
で、ご検討をお願いいたします。



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

法務省

14,907百万円

Ａ．矯正施設（70庁）

2,516百万円

本省からの予算配分

Ｄ．キョウワプロテック
株式会社 ほか

2,516百万円

【一般競争契約（最低価格）】

Ｃ．島根あさひソーシャル
サポート株式会社 ほか

9,990百万円

ＰＦＩ手法、公共サービス改革法による
官民連携手法を用いた民間業務委託等

刑事施設の業務効率化、質
的向上を図るための総務系
業務等の民間委託契約

「構造改革特別区域法」を
活用したＰＦＩ手法に基づ
く刑務所の運営等

刑事施設の業務効率化、質
的向上を図るための総務系
業務等の民間委託契約

Ｂ．株式会社小学館集英社
プロダクション ほか

2,401百万円

「公共サービス改革法」を
活用した矯正業務の民間委
託等

維持管理運営費【国庫債務負担行為】 維持管理運営費【国庫債務負担行為】



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

予算配分 総務系業務等の民間委託 109 公共施設維持管理
運営費

公サ法を活用した刑事施設の運営業務 1,285

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 109 計 1,285

公共施設維持管理運営費 PFI刑務所運営事業 4,108 外部委託 総務系業務等の民間委託 271

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4,108 計 271

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 府中刑務所 - 予算配分 109 その他 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

4 名古屋刑務所 - 予算配分 84 その他 - -

- - -

3 東京拘置所 - 予算配分 89 その他 -

2 横浜刑務所 - 予算配分 106 その他

- - -

7 札幌刑務所 - 予算配分 67 その他 -

6 大阪刑務所 - 予算配分 79 その他

-

5 大阪拘置所 - 予算配分 83 その他 - - -

-

9 川越少年刑務所 - 予算配分 55 その他 - - -

- -

8 神戸刑務所 - 予算配分 61 その他 - -

- - -10 福岡刑務所 - 予算配分 54 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

2 エームサービス株式会社 2010401004266
公サ法を活用した刑事施設の
運営事業

454
国庫債務負担

行為等
- - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社小学館集英社プロダ
クション

9010001018924
公サ法を活用した刑事施設の
運営事業

1,612
国庫債務負担

行為等
- -

- - -3 株式会社アール・エス・シー 4011601011629
公サ法を活用した刑事施設の
運営事業

334
国庫債務負担

行為等

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
島根あさひソーシャルサポート
株式会社

6280001004702 ＰＦＩ刑務所運営事業 4,108
国庫債務負担

行為等
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

3 昭島国際法務ＰＦＩ株式会社 7010001180461 ＰＦＩ刑務所運営事業 2,848
国庫債務負担

行為等
- - -

- -

2
社会復帰サポート美祢株式会
社

1011001044785 ＰＦＩ刑務所運営事業 3,034
国庫債務負担

行為等
- -



D

2 99.9％ -

2 国内ロジスティクス株式会社 6120001159768 自動車運行業務委託等 220
一般競争契約
（最低価格）

4

1 キョウワプロテック株式会社 3380001000405 清掃業務委託等 271
一般競争契約
（最低価格）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

4 株式会社アール・エス・シー 8013301006491 自動車運行業務委託等 140
一般競争契約
（最低価格）

1 88.8％ -

69.8％ -

3 株式会社セノン 3011101023258 自動車運行業務委託等 170
一般競争契約
（最低価格）

1 97.1％

96.8％ -

7 株式会社ＫＳＰ・ＷＥＳＴ 3011101004398 警備業務委託 48
一般競争契約
（最低価格）

6 89.4％

4 96.8％ -

6 株式会社コアズ 1180001035761 警備業務委託等 58
一般競争契約
（最低価格）

2

5
株式会社ドット・コミュニケー
ションズ

8290001015003 自動車運行業務委託等 78
一般競争契約
（最低価格）

4 61.2％ -

10 有限会社ライフ・サポート 9030002057804 警備業務委託 37
一般競争契約
（最低価格）

10

9 首都圏ビルサービス協同組合 1010405002003 警備業務委託 40
一般競争契約
（最低価格）

-

8 株式会社ルートライン 8130001070328 自動車運行業務委託等 45
一般競争契約
（最低価格）

3 87.8％ -

77.2％ -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


